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土壌汚染 

 

1 土壌汚染対策 

 

   平成 17年 10 月に発覚した仙台港背後地センタ－地区（25 街区）の土壌汚染については、

センタ－地区の早期利活用と土地区画整理事業の推進のため、県が対策工事を実施し、土地

区画整理法の「照応の原則」と、民法の「不当利益の返還義務」を根拠として、従前の土地

所有者にその費用の一部を求めるべく調整を行ってきたが、最近の類似案件に対する判例等

から負担は求めないこととした。 

 

【最近の類似裁判の判例等】 

 ①「売買契約時に危険性を認識できなかった場合は、売り主は責任を負わない」 

【平成22年6月 最高裁】

→当該地の土地利用企業のうち、汚染物質との因果関係が推測されるのは2社のみであるが、

その汚染物質は両方ともフッ素である。フッ素の有害物質認定は平成15年の土壌汚染対策法

においてであり、仮換地指定は平成6年あることから、当時における危険性の認識はない。

  ②「法的手続きに基づくものは不当利得とは言えず、計画の変更で対応すべき」 

    「対策工事は、施行者自らの判断で施行したものであり、施行者自身が責任を負わざるを得

ない」 

【平成21年6月 大阪高裁】

→法的手続である仮換地にも基づいたものであり、仮換地の指定率が99％の現状において、仮

換地の変更による対応は現実的には不可能である。 

→背後地の核となるセンタ－地区としての土地利用上、安全・安心を確保し、風評被害等を防

ぐため、対策工事を施行者判断により実施した。 

  ③「原因者である証拠がない場合や、汚染の認識がない場合には責任はない」 

【平成22年1月 大阪高裁】

→土地の使用状況や営業形態から見て、従前地所有者（使用者）が原因者と考えられない状況

や、汚染の事実を認識していない状況があり、汚染原因の立証が困難である。なお、当該地

の一部は、仙台港整備に協力した地権者への代替地として、昭和40年代に県が提供した土地

である。 
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2 これまでの経緯 

 

○ 平成17年10月 

 センタ－地区から発生し高砂中央公園予定地に仮置きした土砂約1,160 については、木

片やガラス片等の混入が散見されたため、最終処分場へ搬出することとして土壌分析を実施

したところ、最終処分場の受入基準値超過が判明した。ただちに、土砂の飛散防止対策とし

て汚染土壌をシートで被覆するとともに、立ち入り防護柵を設置した。 

 

○ 平成17年12月～平成19年2月 

 概況を把握するため、センタ－地区内（25街区）で調査を実施した結果、土壌汚染対策法

の基準値を超えるヒ素、フッ素、鉛が検出されたため、その汚染範囲（水平、深度）を特定

するため、引き続き詳細調査を実施した。なお、地下水への影響は認められなかった。 

 

○ 平成18年2月～平成19年2月 

 主要な従前地所有者及び土地所有者に対して状況等を説明し、対策工事費の一部の負担に

ついて理解を求めたが理解を得られなかった。 

 

○ 平成18年10月 

 センタ－地区事業提案の公募にあわせて、土壌汚染の状況と対策（全量撤去）について公

表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 平成19年10月～平成20年4月 

 土壌汚染対策工事を実施した。 

 [対策工の概要] 

・汚 染 物 質：ヒ素、フッ素、鉛 

・対策工事内容：不溶化処理後に仙台港IC盛土材として流用（V=15,820 ） 

       第二溶出基準超過汚染土は最終処分場へ搬出（V＝300 ） 

・対 策 工 事 費：約347百万円 
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○ 平成21年11月 

 負担対象者へそれぞれの負担額を提示し、再度、負担について説明と交渉を行った。 

 

 

○ 平成22年10月 

 交渉過程における負担対象者の主張

を踏まえて、それぞれの土地の取得経緯

や使用状況等を再整理し、最近の類似裁

判の判例等を参考にしながら、顧問弁護

士とも相談の上、改めて対応について検

討した結果、負担は求めないことにした。 

 

 

 

 

3 土壌汚染調査の概要 

 

 土壌汚染調査については、調査手法や調査範囲（水平・垂直方向）の特定に当たり、「土壌汚

染対策法に基づく調査及び措置の技術的手法の解説」（環境省監修）に基づき実施するとともに、

随時、仙台市環境対策課の指導を受けながら調査を実施した。前記した仙台港背後地に係る土壌

汚染調査概要は以下のとおりである。 

 

区分 時期 業務名 調査内容 変更請負金額

第1次調査 
平成17年11月  

18年2月 

平成 17 年度県区画 39021-009 号

／宅地整地工事（3） 
表層調査 27,764,100円

平成17年度16県債県区画 

39021-201号／管内管理業務委託
表層調査 978,600円

第2次調査 
平成18年3月  

11月 

平成17年度県区画 39021-235号

土壌調査業務委託 
表層調査及び深度方向調査 6,060,600円

第3次調査 
平成18年8月  

19年3月 

平成18年度県区画 39021-211号

土壌調査業務委託 
表層調査及び深度方向調査 16,541,700円

計   51,345,000円

（出所：宮城県都市計画課／平成19年12月25日発表の資料を基に作成） 

 
 

平成22年10月8日 河北新報
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※土壌汚染対策法に規定する有害物質使用特定施設がないため土壌汚染対策法に掲げる全項目(25物質)を対象に調査。 

 

 

 調査結果の概要は以下のとおりであった。 

 
有害物質 基準 面積(㎡) 体積( ) 測定値 基準値 測定値/基準値

鉛 含有量 400  400 180～410mg/kg 150 mg/kg 約1.2～2.7倍

ヒ素 含有量 200  300 480～780 mg/kg 150 mg/kg 約3.2～5.2倍

フッ素 
溶出量 1,200  4,500 0.012～0.88 mg/㍑ 

0.01 mg/

㍑ 
約1.2～88倍

溶出量 6,800  12,500 0.82～8.0 mg/㍑ 0.8 mg/㍑ 約1.0～10倍

計  8,600  17,400    

※ 当該土壌汚染箇所の特徴：汚染箇所（事業所）毎に汚染物質及び基準項目（要出量・含有量）が明確に区分されている。

対策工の対象土量の70％以上が、フッ素。旧地盤（造成盛土前）は、軟弱であり地下水位が高い。 

YES

NO

NO

YES
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4 土壌汚染対策工事の概要 

 

（1）入札方式 

土壌汚染対策は、汚染物質の種類、基準値種別等により多様であり、対策工によって工事費

が大幅に異なることや、施工中、施行後の安全性を確保するためには高度な技術提案が必要と

なる。このため、価格のほかに、価格以外の技術的な要素を評価の対象に加え、価格と技術の

両面から最も優れたものをもって入札に参加した者を落札者とする方式（以下「総合評価落札

方式」という）を選定した。 

 

総合評価落札方式（高度型）の概要 

高度型は、民間企業の優れた技術を活用することにより工事の価値の向上を目指すものであり、工事規

模の大小にかかわらず技術的な工夫の余地が大きい工事において、競争参加者に構造上の工夫や特殊

な施工方法等を含む高度な技術提案を求め、ライフサイクルコスト、工事目的物の耐久性、強度、供用性

（維持管理の容易性）、環境の維持、景観等を評価項目として技術提案を評価し、技術提案と入札価格とを

総合的に評価して落札者を決定する方式である。 

本方式は、より優れた技術提案とするために発注者と競争参加者の技術対話を通じて技術提案の改善

を行う手続や、技術提案をもとに予定価格を作成する手続を伴うことが特徴的である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）工事の概要 

平成19年4月9日に、総合評価落札方式（高度Ⅱ型）で入札公告した対策工事は、同年10月11

日に施工業者と請負契約を締結した。 

 

・施 工 業 者：株式会社加藤建設東北営業所 

・請負代金額：347,025,000 円（税込み） 

・工 期：平成19年10月12日から平成20年5月20日 

・完 成 月 日：平成20年4月23日 

・工 事 概 要：土壌汚染対策、実施設計    一式 

 施工面積      A =  8,460 ㎡ 

 掘削・埋戻工    V = 41,600   

 不溶化処理工    V = 15,820   

 構造物撤去工        残管撤去工 一式 

高度型適用の考え方 
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入札公告から契約までの手続は以下のとおりである。 
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（3）施工内容 

土壌汚染対策工事は10月12日に着手、施工内容は、施工範囲を国家座標により10ｍメッシ

ュに区画し、汚染土壌の上端土砂（良質土）の掘削を行う一次掘削と、汚染土範囲を掘削す

る二次掘削次によって行われる。二次掘削に先立ち、施工範囲を非汚染土砂（良質土）、汚

染土（含有量基準超過）、第二溶出基準超過汚染土に区分する。汚染土は原位置で不溶化処

理（パワーブレンダー工法）を行い、溶出及びコーン試験による処理効果を確認後、二次掘

削を行い仙台港インター用地に運搬し盛土を行う。一次掘削土（良質土）及び二次掘削非汚

染土（良質土）は、掘削後の埋戻土として利用、第二溶出基準超過汚染土は汚染土壌処分認

定施設であるエコシステム花岡（秋田県大館市）に運搬し適正に処分を行った。 

仙台港インター用地における不溶化土盛土は、覆土を行い飛散防止及び雨水対策として盛

土全体をシートで覆い工事を終了、センタ－地区25街区は汚染土全量撤去後、良質土を埋め

戻し飛散防止の種子散布を行い、平成20年4月23日に工事が完了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施工説明図 

工事完成状況 
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（4）施工手順 

 本工事の施工手順は以下のとおりである。 

 

 

 

  

センタ－地区（25街区） 
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センタ－地区（25街区） 

仙台港IC用地 
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 仙台港IC用地 
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